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１．国保「広域化」構想はいつからはじまったのか
· 厚生労働省の問題意識は高齢者の医療制度をどう改革するのかということ。
· 医療費の介護部分を切り離すために介護保険導入が先行して議論された。
· 平成８年（1996年）12月「今後の老人保健制度改革と平成９年度改正について」
ここではじめて高齢者医療制度改革が提案された。
· 平成１１年（1999年）８月13日医療保険福祉審議会制度企画部会「新たな高齢者医療のあり方について」

「現行の医療保険制度を一本化して新たな医療保険制度を設ける考え方」として医療制度の一元化がはじめて示された。ただ、ここでの結論としては、「この考え方は将来の医療保険制度のあり方としては有力な選択肢の一つであるが、新たな保険者をどうするのか、５千以上の既存保険者の取り扱いをどう考えるのか、保険料の事業主負担の位置づけをどうするのか、所得形態、所得捕捉の実態が異なる被用者と自営業者に同じ保険料基準を適用することをどうするかなど、社会保険制度根幹の問題があり、平成１２年度を目途とした当面の具体的改革案の一つとすることは適当ではない」と結論付けている。
· 平成14年（2002年）９月２５日「医療制度改革について　坂口私案」
ここでは明確に「保険者の再編・統合」「都道府県単位を軸とした保険運営」と「新しい高齢者医療制度を含む制度改革」が出され、「制度の一元化（給付と負担の公平化）」を目指す、と明記された。

· 平成14年12月17日「医療保険制度の体系の在り方」（厚生労働省試案）

· 平成17年10月19日「医療制度構造改革試案」

· 平成17年12月1日「医療制度改革大綱」
· 平成20年4月1日「後期高齢者医療制度」スタート

· 平成21年11月　　日後期高齢者医療制度みなおし議論スタート

2.　国の動き～後期高齢者医療制度みなおしは「国保広域化」への第一歩。厚生労働省はこの流れをビッグチャンスととらえている。
　現在、後期高齢者医療制度のみなおし議論は最終版となり、12月20日の高齢者医療制度改革会議で最終とりまとめがだされる予定。

　後期高齢者医療制度見直しは、いつのまにか75歳以上高齢者医療をとりあえず都道府県単位の国保として切り分けてすすめ、次の段階に74歳以下国保も広域化をしていくための議論にすり替わっている。

(1)厚生労働省の並々ならぬ決意

	※国保新聞８月１日付抜粋

　厚労省の伊藤善典国保課長は7月16日、静岡市内で市町村国保の広域化をテーマに国保担当者を相手に講演した。伊藤課長は「今回の高齢者医療制度改革は、市町村国保の広域化を進めるための大きなチャンスだ」と強調。そのうえで「今回の機会をみすみす逃すべきではない。議論への参加を怠り、年末に発車するバスに乗り遅れると当分、そのバスは来ないだろう」と述べ、市町村は出来るだけ早く意思統一を図り、都道府県と議論すべきだと訴えた。


(2)2010年11月16日「高齢者医療制度改革会議」での内容

《現時点での新しい高齢者医療制度の内容》

1 75歳以上の高齢者が対象

2 後期高齢者医療制度は廃止し2008年3月時点の医療保険に戻す。（国保だった人は国保へ、被用者保険の本人だった人は被用者保険へ、被用者保険の扶養家族だった人も被用者保険へ。秘話う者保険の扶養家族となった人は保険料負担はなくなる。）

3 ただし、国保は74歳以下の国保（若年国保）とは別勘定（別会計）の都道府県国保に入る。

4 75歳以上保険料は74歳以下国保料とは違う計算で都道府県保険料となる。現在の後期高齢者医療保険料のように直接賦課方式ではなく、分賦金方式が検討されていたが、今回撤回され、都道府県統一保険料の提案がされた。
· 直接賦課方式とは都道府県等が被保険者に対して保険料を直接賦課するので、保険料は同一となる。
· 分賦金方式とは都道府県等が標準保険料率を定め、市町村に対し事業運営に要する費用を分賦金として割り当て、市町村はそれに基づき被保険者に保険料を賦課する。割り当てられた市町村は分賦金を確保するために条例で保険料を定めて賦課する。分賦金なので、都道府県等への納付は100%となる。

5 保険料の支払い方は国保と同じとなるため、世帯主が保険料を支払う。したがって、基本年金天引き（特別徴収）はなくなるが、世帯主のみ特別徴収となる。
　《留意点》

· 75歳以上国保を第一段階とし、74歳以下を第二段階として位置付け、国保全体の広域化の時期を改正国保法に明記する、としている。
· 12月20日の検討会議で最終とりまとめ。保険者をどうするのかが懸案。

· 11月16日の会議では事実上保険者を都道府県にとの提案がされたが、知事会からの猛烈な反発が出ている。
３.　京都府の動き

①２０１０年度中に都道府県は「国保広域化支援指針」を作成する

2010年通常国会の国民健康保険法改正により、都道府県による「国保広域化等支援方針」策定が盛り込まれた。（5月19日局長通知）　　　　　
この支援方針には市町村国保の財政改善、収納率向上、医療費適正化などの目標が書き込まれ、都道府県による市町村への指導権限が強まることとなった。

さらにこれまで国が行ってきた医療費が国の基準を超える指定市町村や国保料収納率が低い市町村に対して行っていたペナルティを廃止する代わりに、都道府県がそうしたペナルティの実施権限を握ることとなる。

こうした法改正は、都道府県主導で国保広域化を進めていくため行われたといえる。

　「京都府国保広域化支援方針案」について、11月25日に京都府の担当者にTelしたところ、「ホームページ等には一切アップしていない。12月中には成案となるのでオープンにする」とのこと。

②京都府はどこよりも早く動き出していた～「あんしん医療制度研究会報告書」のなかみ
· 経過

2009年5月21日～2010年3月1日まで計8回の研究会が開催され、「報告書」が出された。
· 報告書の内容

《レセプトデータによる分析》

· 第４章第一節「データによる分析結果等」では８頁から32頁まで、丹後、中丹、京都・乙訓、山城北、山城南の5医療圏域について、レセプトデータをもとに、疾病内容や医療機関の環境、　患者の移動状況、医療機関へのアクセス状況などが「報告」されている。
· 「分析」と銘打っているが保健・予防事業と医療費の関係や、医療機関の環境と医療費との関係などの肝心な分析は殆どできていない。医療資源と医療費の相関関係などは、対象データが6ずつと、あまりに少ない。
· 最後の30頁の「ウ　疾病別医療費の保険者間比較」では、市町村国保、協会けんぽ、後期高齢者医療制度の保険者間の比較を以下のようにしているが、これは加入者の平均年齢をみれば当然の結果である。
一人当たり年間医療費比較　単位円
	
	市町村国保
	協会けんぽ
	後期高齢者医療制度

	入院
	103,743
	33,856
	443,304

	外来
	112,772
	59,150
	295,736


国保・協会けんぽ・組合健保の比較(財務省「財政制度等審議会　財政構造改革部会資料」)

	2006年度データ
	国民健康保険
	協会けんぽ
	組合健保

	被保険者
	無職者・被用者等
	主として中小企業のサラリーマン
	主として大企業のサラリーマン

	被保険者数(2007.3末)
	4738万人
	3594万人
	3041万人

	平均年齢
	55.2歳
	34.7歳
	35歳

	1世帯当年間所得
	131万円
	229万円
	370万円


・疾病別医療費分析は以下。
疾病別医療費割合　入院
	
	市町村国保
	協会けんぽ
	後期高齢者医療制度

	1位
	新生物　23.2%
	循環器系疾患18.8%
	循環器系疾患27.9%

	2位
	循環器系疾患18.1
	新生物　18.7
	新生物　11.4

	3位
	精神及び行動の障害12.8
	消化器系の疾患9.1
	損傷、中毒及びその他外因の影響9.7


疾病別医療費割合　外来
	
	市町村国保
	協会けんぽ
	後期高齢者医療制度

	1位
	循環器系疾患18.6
	呼吸器系疾患20.8
	循環器系疾患28.4

	2位
	筋骨格系及び結合組織の疾患10.4
	内分泌・栄養及び代謝疾患11.0
	筋骨格系及び結合組織の疾患13.5

	3位
	新生物　9.6
	循環器系の疾患10.0
	内分泌・栄養及び代謝疾患10.8


· さらに、疾病別受診件数とレセプト1件当たり医療費データがグラフで出されているが、よくわからない。グラフで読み取れるのは、市町村国保外来で断トツにレセプト件数が多いのは「統合失調症及び妄想性障害」で医療費は300,000円。外来は1件当たり医療費が多いのは腎不全(透析)で約300,000円、件数が断トツに多いのは高血圧性疾患12,000円ほど。
《市町村国保についての分析》

· 第4章第2節「市町村国保の状況について」では、①収納率低下と②国保料の市町村格差が述べられているが、①と②がなぜおきるのか、という最も重要な分析がなされていない。

· そして、このままいくと京都府内国保の将来像は2025年度に単年度赤字が158.1億円になるとしている。
· さらに赤字分をすべて保険料値上げでまかなおうとするれば(なぜ全額保険料で賄わなければならないのか?)2025年の一人当たり保険料は77,191円(2008年度介護分除く)から118,091円に値上がりすると書かれている。

· そして現在の保険料格差が府内で1.9倍あるが、将来には2.3倍になるので安定的な保険運営をするためにも市町村単位での保険運営をすべきだという結論に導かれていく。

《市町村国保を都道府県国保で一元化することでの4つの効果》

1 財政の安定化
・保険の財政単位を大きくしてリスクを平準化する。財政上の国の役割の強化とあわせて保険財政の安定化を図る。
2 効率的・効果的な保険運営と患者の立場に立った医療の質の向上
· 効率的な受診体制の確保

· 保健医療政策上全体の効果向上

· 事務の効率化

· 持続可能性

3 保険料格差の是正

· 市町村ごとにばらばらだった保険料水準をできるだけ平準化していく。その際には、受診程度の差を考慮した給付と負担の公平に配慮する。

4 住民の理解

· 住民の理解があって初めて相互に支え合う医療保険制度が成り立つことから、制度を簡明にすること、責任の所在をはっきりさせることで、制度に対する住民の理解を得る必要がある。

　
４.　国保財政の危機は小規模運営だからか
①全国の市町村国保会計は表面的には黒字
「平成20年度国民健康保険の財政状況等について(速報)」によると、全国1788市町村中赤字は812市町村で全体の45.4%、総赤字額は1,024億。一方、黒字自治体は976市町村で54.6%、総黒字額は1116億円で、全国でみれば国保は黒字だ。(大阪社保協「後期高齢者医療・国保ハンドブック19ページ)

平成２０年度の全国国民健康保険会計収支は図表１の通り。収支は７１３憶円の黒字。
しかし、「一般会計法定外繰入」が3668憶円あり、これがなければ実質的には２９５５億円の赤字となる。
	図表１　平成２０年度全国国民健康保険収支状況　　
	

	収入
	　
	（億円）
	構成比
	支出
	　
	（億円）
	構成比

	科目
	保険料
	30,621
	24.1%
	科目
	総務費
	2,002
	1.6%

	
	国庫支出金
	30,943
	24.3%
	
	保険給付費
	83,382
	65.9%

	
	療養給付交付金
	8,810
	6.9%
	
	後期高齢者支援金
	14,256
	11.3%

	
	前期高齢者交付金
	24,365
	19.2%
	
	前期高齢者納付金
	19
	0.0%

	
	都道府県支出金
	7,985
	6.3%
	
	老人保健拠出金
	3,331
	2.6%

	
	一般会計繰入金(法定）
	3,996
	3.1%
	
	介護納付金
	6,114
	4.8%

	
	一般会計繰入金(法定外）
	3,668
	2.9%
	
	保健事業費
	840
	0.7%

	
	共同事業交付金
	13,858
	10.9%
	
	共同事業拠出金
	13,843
	10.9%

	
	直診勘定繰入金
	3
	0.0%
	
	直診勘定繰出金
	42
	0.0%

	
	その他
	339
	0.3%
	
	その他
	667
	0.5%

	
	基金繰入金
	560
	0.4%
	
	基金積立金
	229
	0.2%

	
	前年度繰越金
	2,016
	1.6%
	
	前年度繰上充用金
	1,714
	1.4%

	
	市町村債
	1
	0.0%
	
	公債費
	13
	0.0%

	
	合計
	127,165
	　
	
	合計
	126,452
	　


注）療養給付費交付金　:　退職者医療に係る被用者保険からの拠出金
　　　前年度繰上充用金　:　前年度累積赤字を次年度に繰り延べした金額
②京都の市町村国保会計
	平成20年度京都府内市町村国保会計収支 　　　国民健康保険事業状況報告書より大阪社保協が作成

	
	保険者名
	前年度繰上充用金(累積赤字)
	単年度収支差
	一般会計法定外(独自)繰入金
	総世帯数
	総被保険者数
	法定外繰入金世帯当
	法定外繰入金一人当

	1 
	京都市
	10,443,741,481
	-9,111,794,707
	3,036,575,654
	219,878
	367,929
	13,810
	8,253

	2 
	福知山市
	0
	314,342,926
	15,486,097
	11,737
	20,023
	1,319
	773

	3 
	舞鶴市
	0
	467,753,229
	0
	13,882
	24,217
	0
	0

	4 
	綾部市
	0
	533,602
	0
	6,183
	10,650
	0
	0

	5 
	宇治市
	126,385,591
	-12,956,263
	0
	26,711
	47,422
	0
	0

	6 
	宮津市
	0
	3,138,703
	0
	3,767
	6,802
	0
	0

	7 
	亀岡市
	0
	2,922,587
	0
	13,102
	24,292
	0
	0

	8 
	城陽市
	0
	-240,251,479
	9,520,546
	12,440
	21,757
	765
	438

	9 
	向日市
	0
	18,484,007
	180,280,559
	7,836
	13,640
	23,007
	13,217

	10 
	長岡京市
	0
	60,676,595
	19,997,000
	10,841
	18,557
	1,845
	1,078

	11 
	大山崎町
	23,627,144
	-36,469,192
	8,988,611
	2,218
	3,969
	4,053
	2,265

	12 
	久御山町
	0
	83,340,015
	94,000,000
	2,785
	5,336
	33,752
	17,616

	13 
	八幡市
	426,180,798
	-405,431,752
	105,573,000
	11,702
	20,908
	9,022
	5,049

	14 
	京田辺市
	0
	7,936,651
	54,887,330
	7,660
	13,868
	7,165
	3,958

	15 
	井手町
	33,683,146
	-32,645,224
	20,000,000
	1,319
	2,565
	15,163
	7,797

	16 
	宇治田原町
	29,349,381
	-49,319,494
	406,000
	1,293
	2,650
	314
	153

	17 
	笠置町
	0
	38,472,588
	2,066,000
	315
	580
	6,559
	3,562

	18 
	和束町
	0
	30,838,197
	3,050,000
	919
	1,967
	3,319
	1,551

	19 
	精華町
	32,191,505
	-15,482,658
	5,522,835
	3,817
	7,134
	1,447
	774

	20 
	南山城村
	0
	6,231,680
	0
	594
	1,169
	0
	0

	21 
	伊根町
	0
	26,465,684
	5,894,000
	452
	820
	13,040
	7,188

	22 
	京丹波町
	0
	4,269,349
	5,052,053
	2,828
	5,119
	1,786
	987

	23 
	与謝野町
	0
	10,615,049
	6,472,309
	4,260
	8,512
	1,519
	760

	24 
	京丹後市
	0
	36,823,686
	96,266,000
	10,743
	21,026
	8,961
	4,578

	25 
	南丹市
	0
	224,869,465
	0
	5,292
	9,677
	0
	0

	26 
	木津川市
	0
	170,831,504
	3,731,124
	8,155
	15,623
	458
	239

	　
	　
	11,115,159,046
	-8,395,805,252
	3,673,769,118
	390,729
	676,212
	9,402
	5,433


③大規模国保こそ困難だという証明～京都市は京都府全体の半分の規模で赤字のすべて
しかし、問題は小規模自治体で国保を運営するから赤字となり、広域(大規模)で運営すると財政が安定し黒字になるのか、と言うことであり、現実はその逆である。
これは京都市国保を見ればわかりやすい。京都市国保の２００８年度の被保険者数は367,929人。京都全体の676,212人の54.4%。
京都市は日本で6番目に大きい政令市であり、まさに実質的な広域国保と言えよう。
2008年度国保会計はざっと歳入1322.7億円、歳出1413.8億円で収支が▲91.12億円(累積赤字)。京都府全体の赤字が83億円なので、京都市がすべての赤字の根源ということになる。

4. 国保財政危機の原因はなにか～いかに国庫負担が削減されてきたか
そもそも市町村国保財政の困難の原因は国保に対する国の負担(国庫負担)の大幅減によるものである。

国保は医療保険のセーフティネットである。
他の健康保険に入れない高齢者、病人など無職者、ワーキングプアなど低所得者などが多く加入する制度であり、そのため基盤が弱く、国が大きく関与しなければ運営ができない。そのために表のように1970年代はほぼ6割を負担していた。しかし、現在は24%程度にまで下がっており、国庫負担減と反比例して国保料がうなぎ上りに上がっている。国保加入世帯所得は他の医療保険に比べ著しく低いのに最も高い保険料を強いられている。

5. そもそもなぜ市町村国保なのか

国民健康保険法は昭和13年（1937年）に施行された。その当時は任意設立の組合方式であり、成立時の国保法（旧法と記す）第一条には「国民健康保険は相扶共済の精神に則り疾病、負傷、分娩または死亡に関し保険給付を為すを目的とするものとす」と記されていた。この目的を読むと、この当時の国保は確かに相互扶助・共済制度だったことがわかる。

昭和23年（1947年）に国保法は改正されて保険者は原則市町村となり、そして32年（1957年）国民皆保険４カ年計画がスタートし、34年（1959年）現行国保法（新法）が施行された。

新国保法にはこう書かれている。

	国民健康保険法

第一条 

　この法律は、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もつて社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的とする。

第二条 （国民健康保険） 

　国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付を行うものとする。

第三条 （保険者） 

１　市町村及び特別区は、この法律の定めるところにより、国民健康保険を行うものとする。 

２　国民健康保険組合は、この法律の定めるところにより、国民健康保険を行うことができる。
第四条（国及び都道府県の義務） 

　　国は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるようにつとめなければならない。 

２　都道府県は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるように、必要な指導をしなければならない。


第一条には「社会保障」と書かれ、第三条には保険者が市町村・特別区であることが明記されている。

ではなぜ国保を運営する保険者を都道府県でなく市町村にしたのか。それは、市町村間でなければならない理由があったからである。
市町村によって医療供給体制の違いがあり、そして住民の状況(年齢層、所得、健康状態、健康状態等)の違いが歴然としてあるからである。都道府県で広域的に運営するにはその差異があまりに大きく無理があるためだ。そして市町村国保だからこそ、保健事業や住民健診事業などと連動させながら住民のいのちを守ってきたのである。

そして、社会保障制度だからこそ、法第44条には「一部負担金減免」、第７７条には「保険料減免」を市町村が独自に実施できることが定められている。
　
	国民健康保険法

第44条 

１　保険者は、特別の理由がある被保険者で、保険医療機関等に第四十二条又は前条の規定による一部負担金を支払うことが困難であると認められるものに対し、次の各号の措置を採ることができる。 

一　一部負担金を減額すること。 

二　一部負担金の支払を免除すること。 

第77条 （保険料の減免等） 

保険者は、条例又は規約の定めるところにより、特別の理由がある者に対し、保険料を減免し、又はその徴収を猶予することができる。


6. 「あんしん医療制度研究会報告書」の「4つの利点」を斬る
　政府・厚生労働省は「広域保険」、与党民主党は「地域保険」を目指し、「広域化するとスケールメリットがある」と口を揃えて主張する。そして京都府の「あんしん医療研究会報告」は財政の安定化を利点としてあげている。

　では、「スケールメリット＝大規模だとメリットがある」とは何か。

大阪社保協では２０１０年６月末～１０月にかけて現在自治体キャラバン行動を展開中であり、各市町村の国保課長に「スケールメリットとは具体的にはなんですか?」と問いかけてきた。
今のところ具体的なものとして挙げられたのは、人件費の削減とシステム改修費用の節約、の二つぐらいである。

　国保が広域運営されれば、市町村の仕事は窓口での加入手続きと保険料の徴収ぐらいになるので人を減らすことができるというわけだが、これは国保会計上は何の影響もない。人件費は国保会計に計上されていない。さらにシステム改修は毎年あるわけでもないし、都道府県で同一システムとなっても、ソフト開発費等が若干減る程度で、国保会計に対する影響はほとんどない。

　つまり、人件費もシステム改修費も市町村の本体会計(一般会計)上はメリットとなるが、国保会計上は支出が大きく減る訳ではないので国保会計には何のメリットもない。

　スケールメリットというなら、国保会計の最大の支出である保険給付費が減るということであれば話は別だが、都道府県単位になったとしても医療環境が変わる訳ではないので、医療費そのものは変わらない。つまり、国保が広域化されても国保会計の歳出の部分でいうとメリットは全くないのである。

　ただし、広域化することによって保険料が高くなり、医療費抑制がすすむという結果になれば、国・厚生労働省としてはメリットだということになるのだろうが、国民にとってはデメリットそのものとなる。

7. 広域化されると何が起きるのか　
1 一般会計独自繰入が出来なくなる
　□京都の市町村は年間３6億円の繰り入れをしている
まず保険料問題では、2008年度全国で3800億円、京都府全体で年間36億円投入されている一般会計独自繰入ができなくなる。一般会計繰り入れは市町村単独国保だからできるのであって、他市町村の加入者のために繰り入れることはできない。それは大阪府の7月22日の知事と市町村との協議で、「一般会計繰り入れをしない」ことを大前提としていることからも明らかである。

歳入が減るのだからその不足分をどこで補うのか。

国、都道府県が今以上に負担するとは考えられない。だいたい、現在の国保財政危機を作ったのは国庫負担削減によるものであり、広域化してたら国庫負担を増やすとは厚生労働省はただの一度も言っていない。
結論としては、保険料に歳入の不足分を上乗せするしかなく、結果的に大幅な保険料アップが待っている。
　□全国の市町村は年間３８００億円の繰り入れをしている
　さらに、一般会計独自繰入をしているのは大阪ばかりではない。全国の市町村が実施しており、特にその金額が大きいのが東京都、神奈川県、埼玉県など首都圏の各市町村である。(図表　5　)

	（図表5）平成20年度全国都道府県国保会計収支と独自繰入金(国民健康保険事業状況報告書より大阪社保協作成)

	都道府県名
	前年度繰上充用金（円）
	単年度収支差（円）
	一般会計法定外（独自）繰入金（円）
	加入世帯数
	被保険者数
	繰入世帯当（円）
	繰入一人当（円）
	一人当順位

	01北海道
	17,521,812,006
	-2,475,153,289
	16,903,638,386
	885,774
	1,518,213
	19,083
	11,134
	7 

	02 青森
	527,452,976
	2,407,640,859
	314,142,012
	253,536
	479,196
	1,239
	656
	41 

	03 岩手
	0
	4,905,988,669
	120,785,767
	212,760
	388,010
	568
	311
	45 

	04 宮城
	0
	3,712,937,443
	5,427,521,470
	348,910
	640,467
	15,556
	8,474
	11 

	05 秋田
	4,204,034
	5,234,679,808
	412,904,981
	172,329
	307,805
	2,396
	1,341
	35 

	06 山形
	0
	4,940,356,721
	602,958,944
	170,970
	320,818
	3,527
	1,879
	33 


	07 福島
	0
	9,478,797,941
	1,755,560,764
	307,475
	572,827
	5,710
	3,065
	22 

	08 茨城
	2,292,563,133
	4,667,967,845
	6,671,705,481
	475,938
	934,334
	14,018
	7,141
	13 

	09 栃木
	0
	6,480,503,124
	855,894,661
	322,714
	608,405
	2,652
	1,407
	34 

	10 群馬
	139,277,382
	3,670,725,742
	3,198,333,485
	329,530
	626,942
	9,706
	5,101
	18 

	11 埼玉
	1,340,919,357
	18,617,786,171
	33,861,674,446
	1,149,835
	2,079,237
	29,449
	16,286
	3 

	12 千葉
	267,000,000
	10,375,305,291
	19,987,479,851
	1,015,972
	1,822,896
	19,673
	10,965
	8 

	13 東京
	1,347,857,442
	28,805,580,111
	110,524,755,278
	2,378,165
	3,824,633
	46,475
	28,898
	1 

	14 神奈川
	823,947,753
	-6,472,623,180
	42,177,136,783
	1,413,991
	2,437,734
	29,828
	17,302
	2 

	15 新潟
	562,983,379
	2,533,352,674
	1,192,041,906
	341,506
	615,724
	3,491
	1,936
	31 

	16 富山
	227,113,757
	1,873,453,878
	229,347,500
	146,871
	246,945
	1,562
	929
	39 

	17 石川
	648,988,277
	-272,763,250
	229,347,500
	164,683
	289,294
	1,393
	793
	40 

	18 福井
	1,149,748,859
	357,898,350
	478,946,787
	108,453
	194,431
	4,416
	2,463
	28 

	19 山梨
	510,582,425
	1,168,502,386
	683,550,916
	141,814
	267,158
	4,820
	2,559
	27 

	20 長野
	140,999,291
	6,298,209,950
	1,825,306,151
	322,672
	584,219
	5,657
	3,124
	21 

	21 岐阜
	0
	7,859,911,567
	2,874,303,226
	319,680
	602,459
	8,991
	4,771
	19 

	22 静岡
	691,805,425
	6,386,110,986
	8,624,328,654
	597,464
	1,081,857
	14,435
	7,972
	12 

	23 愛知
	4,839,423,603
	14,562,265,292
	23,173,163,446
	1,078,842
	1,953,153
	21,480
	11,864
	5 

	24 三重
	19,580,524
	5,512,644,378
	942,446,749
	276,496
	491,725
	3,409
	1,917
	32 

	25 滋賀
	124,240,396
	1,398,467,444
	1,811,497,610
	183,158
	333,079
	9,890
	5,439
	15 

	26 京都
	11,115,159,046
	-8,395,805,252
	3,673,769,118
	390,729
	676,212
	9,402
	5,433
	16 

	27 大阪
	77,045,516,239
	-80,519,752,046
	29,776,581,467
	1,489,445
	2,627,498
	19,992
	11,333
	6 

	28 兵庫
	2,517,904,792
	6,590,046,534
	7,897,660,380
	845,899
	1,477,076
	9,336
	5,347
	17 

	29 奈良
	2,841,152,933
	-842,798,043
	783,004,637
	207,007
	383,449
	3,783
	2,042
	30 

	30 和歌山
	5,633,116,185
	-2,528,682,411
	1,368,316,332
	180,429
	334,584
	7,584
	4,090
	20 

	31 鳥取
	0
	1,223,028,829
	57,681,977
	89,492
	156,899
	645
	368
	44 

	32 島根
	0
	1,269,496,212
	179,332,644
	103,484
	176,746
	1,733
	1,015
	37 

	33 岡山
	958,091,941
	1,872,968,816
	1,332,908,716
	279,687
	479,423
	4,766
	2,780
	24 

	34 広島
	0
	2,630,941,486
	8,647,096,707
	418,261
	708,210
	20,674
	12,210
	4 

	35 山口
	0
	2,922,182,592
	979,729,386
	231,387
	382,155
	4,234
	2,564
	26 

	36 徳島
	104,532,694
	4,072,613,196
	251,853,905
	110,448
	193,951
	2,280
	1,299
	36 

	37 香川
	50,822,944
	2,383,124,435
	243,961,118
	144,884
	251,926
	1,684
	968
	38 

	38 愛媛
	575,332,196
	2,460,712,161
	1,239,751,484
	234,888
	410,639
	5,278
	3,019
	23 

	39 高知
	579,419,787
	80,299,709
	119,359,552
	133,585
	229,706
	894
	520
	43 

	40 福岡
	13,571,183,682
	-702,817,347
	13,707,240,926
	764,049
	1,335,191
	17,940
	10,266
	9 

	41 佐賀
	2,112,041,908
	-1,123,431,035
	60,850,981
	122,043
	233,757
	499
	260
	46 

	42 長崎
	0
	4,711,774,172
	92,593,352
	243,034
	445,527
	381
	208
	47 

	43 熊本
	8,094,395,358
	-979,477,647
	1,433,552,639
	296,242
	554,880
	4,839
	2,584
	25 

	44 大分
	2,748,701,890
	-906,126,785
	690,694,599
	184,595
	318,799
	3,742
	2,167
	29 

	45 宮崎
	0
	4,005,304,267
	215,753,271
	200,128
	362,274
	1,078
	596
	42 

	46 鹿児島
	4,485,886,200
	-613,166,699
	2,820,278,631
	284,565
	492,854
	9,911
	5,722
	14 

	47 沖縄
	5,774,967,552
	-8,104,985,670
	5,176,328,794
	253,323
	516,573
	20,434
	10,021
	10 

	総計
	171,388,725,366
	71,533,996,385
	365,627,073,370
	20,327,142
	35,969,890
	17,987
	10,165
	　


＊注）前年度繰上充用金　:　前年度累積赤字を次年度の歳出に繰り入れて赤字を先延ばしにするために行う。
　図表５は、平成２０年度全国市町村のうち、1人当一般会計法定外繰入を高額自治体順にトップ３０を並べたものだが、いかに多額の繰り入れをしているかがよくわかる。最高額の東京都御蔵島村ではなんと1人当たり95,183円もの繰り入れをしているのである。
（図表６）平成２０年度1人当一般会計法定外繰入額トップ３０
	順位
	都道府県名
	保険者名
	法定外繰入金一人当たり（円）

	1
	13 東京
	御蔵島村
	95,183

	2
	13 東京
	青ヶ島村
	85,227

	3
	47 沖縄
	本部町
	82,995

	4
	01 北海道
	赤平市
	75,438

	5
	13 東京
	大島町
	66,077

	6
	20 長野
	平谷村
	55,960

	7
	17 石川
	川北町
	52,416

	8
	01 北海道
	積丹町
	51,503

	9
	13 東京
	荒川区
	48,142

	10
	13 東京
	新島村
	48,053

	11
	07 福島
	大熊町
	47,343

	12
	23 愛知
	三好町
	46,896

	13
	13 東京
	足立区
	45,198

	14
	13 東京
	文京区
	44,792

	15
	21 岐阜
	御嵩町
	44,702

	16
	13 東京
	墨田区
	43,662

	17
	13 東京
	府中市
	43,301

	18
	13 東京
	江戸川区
	41,335

	19
	13 東京
	瑞穂町
	41,313

	20
	13 東京
	多摩市
	41,232

	21
	13 東京
	葛飾区
	39,748

	22
	47 沖縄
	名護市
	39,627

	23
	23 愛知
	飛島村
	39,145

	24
	01 北海道
	中札内村
	38,876

	25
	13 東京
	羽村市
	38,500

	26
	13 東京
	北区
	37,167

	27
	13 東京
	稲城市
	36,263

	28
	13 東京
	新宿区
	35,769

	29
	13 東京
	国立市
	35,734

	30
	13 東京
	昭島市
	35,681


　□東京都の区市町村は膨大な繰り入れをしている
　毎日新聞が実施した2008年度全国国保料調査結果で、東京都平均保険料が最下位であった。（「後期高齢者医療・国保ハンドブック」21ページ参照）
　東京23区の国保料は統一保険料となっている。東京23区は特別区であり、区ごとに一般会計があり、そして国保特別会計となっている。23区の平均所得は大きく違うし、医療費総額も違う。
2006年度の住民平均所得は 港区1006万円、千代田区820万円、渋谷区734万円、中央区577万円、文京区 577万円、目黒区576万円、 世田谷区534万円、新宿区509万円・・・・江戸川区364万円、墨田区358万円、北  区356万円、荒川区350万円、葛飾区345万円、足立区338万円。  
23区統一保険料にするために低所得者の多い区は膨大な繰入をして補てんし国保料を安くするための努力をしているのである。
	（図表7）平成20年度東京都各自治体一般会計独自繰入金(国民健康保険事業状況報告書より大阪社保協作成)

	
	加入世帯数
	被保険者数
	一般会計法定外繰入金

世帯当（円）
	一般会計法定外繰入金1人当（円）

	千代田区
	7,721
	11,784
	20,354
	13,336

	中央区
	20,210
	29,654
	38,528
	26,258

	港区
	42,860
	62,248
	10,840
	7,463

	新宿区
	72,633
	102,291
	50,374
	35,769

	文京区
	33,408
	50,957
	68,321
	44,792

	台東区
	39,739
	62,581
	52,619
	33,413

	墨田区
	48,452
	79,028
	71,215
	43,662

	江東区
	81,566
	131,842
	22,259
	13,771

	品川区
	65,819
	99,683
	48,976
	32,338

	目黒区
	50,622
	74,280
	37,107
	25,289

	大田区
	118,848
	189,291
	37,892
	23,791

	世田谷区
	154,735
	235,518
	27,502
	18,069

	渋谷区
	46,972
	66,133
	27,240
	19,348

	中野区
	70,208
	98,322
	41,528
	29,654

	杉並区
	106,424
	155,455
	22,650
	15,506

	豊島区
	59,601
	85,378
	30,772
	21,482

	北区
	66,899
	104,508
	58,061
	37,167

	荒川区
	41,665
	68,070
	78,652
	48,142

	板橋区
	101,761
	161,030
	56,420
	35,654

	練馬区
	123,947
	202,895
	38,546
	23,547

	足立区
	133,653
	235,589
	79,671
	45,198

	葛飾区
	85,148
	145,133
	67,750
	39,748

	江戸川区
	118,186
	204,107
	71,385
	41,335

	八王子市
	91,114
	158,746
	50,025
	28,713

	立川市
	30,681
	51,870
	29,978
	17,732

	武蔵野市
	23,756
	35,999
	12,258
	8,089

	三鷹市
	29,954
	48,021
	31,048
	19,367

	青梅市
	22,089
	40,058
	34,418
	18,979

	府中市
	38,705
	64,995
	72,713
	43,301

	昭島市
	19,232
	33,275
	61,734
	35,681

	調布市
	36,436
	58,654
	41,937
	26,052

	町田市
	67,726
	117,920
	47,460
	27,258

	福生市
	11,923
	20,080
	47,689
	28,317

	羽村市
	9,578
	17,231
	69,263
	38,500

	瑞穂町
	6,196
	12,030
	80,213
	41,313

	あきる野市
	13,411
	25,100
	41,087
	21,953

	日の出町
	2,636
	4,910
	31,340
	16,825

	檜原村
	545
	930
	23,316
	13,663

	奥多摩町
	1,140
	1,893
	8,772
	5,283

	日野市
	27,616
	45,840
	44,960
	27,086

	多摩市
	24,564
	41,363
	69,431
	41,232

	稲城市
	11,912
	21,000
	63,928
	36,263

	国立市
	12,424
	20,566
	59,152
	35,734

	狛江市
	14,061
	22,352
	27,686
	17,416

	小金井市
	17,695
	27,728
	24,555
	15,670

	国分寺市
	18,313
	29,832
	39,441
	24,212

	武蔵村山市
	12,835
	24,699
	47,619
	24,746

	東大和市
	14,146
	25,497
	29,080
	16,134

	東村山市
	25,329
	43,307
	54,241
	31,724

	清瀬市
	12,963
	22,746
	52,365
	29,843

	東久留米市
	20,428
	35,630
	27,903
	15,998

	西東京市
	33,233
	54,689
	43,903
	26,678

	小平市
	28,783
	48,577
	28,959
	17,159

	大島町
	2,319
	3,788
	107,934
	66,077

	利島村
	79
	159
	42,188
	20,961

	新島村
	733
	1,401
	91,844
	48,053

	神津島村
	522
	1,172
	47,893
	21,331

	三宅村
	781
	1,198
	33,291
	21,703

	御蔵島村
	60
	92
	145,947
	95,183

	八丈町
	2,514
	4,317
	32,068
	18,675

	青ヶ島村
	49
	88
	153,061
	85,227

	小笠原村
	607
	1,103
	11,283
	6,209

	
	2,378,165
	3,824,633
	46,475
	28,898


②累積赤字をどう解消するつもりか
さらに問題は、多くの自治体が現在抱えている「累積赤字」をどうするのかということ。

例えば京都市の累積赤字91億円を広域国保に持ち込むことは現実的には不可能。なぜなら、京都市が長年作ってきた赤字を他の自治体が被ることは理論的にもあり得ない。累積赤字解消の方法は国・府が肩代わりをして全額解消するか、市町村が一般会計で全額解消するか、保険料に上乗せして解消していくか、この3つの方法しか考えられない。

しかし、国はいまのところこの問題については全く考え方をしめしていない。では、京都府は考え方を示しているのだろうか。
大阪府は11月1日に国に対して要望書出した際に、累積赤字につてし「起債」を求めている。しかし、「起債」とは借金であって、その返済はいずれにしても保険料に上乗せして返済をしていくことにしかならない。

では、市町村が一般会計で解消するのかといえば、一般会計に余裕のない自治体が多いため全額解消は無理。
となれば、いずれにしても保険料に上乗せする方法をとる公算が高い。
累積赤字を1世帯当たりにすれば保険料として今後どれくらいの負担をしなければならないかがわかる。
③条例減免制度は最低限の制度以外ほぼ廃止になる
さらに、現在市町村条例に基づいて実施している様々な保険料減免制度は全廃となる。後期高齢者医療制度で条例減免が無いように、広域国保では政令軽減以外の減免の設定は非常に難しい。
広域化されれば、どこでもやっている最低限の減免だけが残ると考えるべきであり、具体的には「転載」「失業」「事業休廃止」「所得激減」ぐらいではないだろうか。

さらに、市町村には何の権限もなくなり、市町村業務は加入受付と徴収業務だけとなる。住民が役所の窓口で相談してもなにひとつ救済できなくなるのは、現在の後期高齢者医療制度をみればはっきりしている。
④保健・健診事業は後退する
　がん検診など保健事業は一般会計で実施されている。大阪の2010年の一般会計からの健診事業予算割合が大きい順に見ると①河南町3.04％、②箕面市0.73％、③茨木市0.68％、④河内長野市0.52％、⑤高槻市0.51％であった。
市町村がなぜ、保健・健診事業に力をいれるのか。

この問いに対して2010年度自治体キャラバン行動において高槻市が「高槻市は大学病院も多く、高度医療へのアクセスが非常によいが、一方で、医療費の高騰を招くことになるので早期発見・早期治療をすることによって医療費の圧縮をすることが重要」と明確に答えている。これは、市町村の国保と市町村の保健・健診事業がリンクしているから出来るのであって、国保が広域化されれば力が入らなくなるのは当然だろう。

8. 市町村国保とは「住民の顔が見える」国保行政のこと
～広域化とは自治体の住民のいのちを守る仕事の放棄でしかない　

市町村がなぜこれまで、一般会計から独自に繰入をし、様々な条例減免をしてきたのか。
これは、市町村が独自にやってきたことが、長年の地域住民の運動の成果であり、住民の困難な状況を目の前にして動かざるをえなかった自治体の誠意ある決断のたまものであるということである。
大阪での先進的な住民運動によって制度改善をされている内容は、

1 44条（一部負担金減免）～日本一の東大阪市・八尾市や2003年「摂津国保実態調査」により摂津市制度の拡充
2 大阪府内市町村の様々な国保料減免制度

3 無保険のこどもの解消は市町村が独自に動く。たとえば、柏原市は昨年11月の保険証更新時に1年の通常証を高校生世代にまで送付。
4 2009年門真国保実態調査により保険料滞納者だけでなく保険料納付者の生活実態を明らかにし国保料の高さなど国保制度の矛盾を社会問題化した。

　まさに、市町村に権限があるからできたし、小規模運営であるからこそ住民の顔が見えたのである。
　国保の広域化とは、市町村が住民のいのちを守る仕事を放棄することに他ならない。市町村が今すべきことは、いのちを守るための仕事を放り出すことではなく、都道府県とともに国に対して国民医療を守る責任を果たすよう求めることであり、本気で「国民皆保険」を守るためには住民とともに国保への国庫負担を増やすよう強く求めることである。
　そして、私たちは「広域化」の本当の狙いを学び、「国保の広域化は加入者を困難に陥らせることにしかならない」ことを自治体に示し、広域化に反対する国民的協同のたたかいをいますぐ我が町、すなわち地域で作っていくことが必要である。
9． では、私たちはこれからどんなたたかいをしていくのか～大阪でいますすめようとしている行動にかえて
2010年11月25日の「国保広域化反対大運動意思統一集会での行動提起

1. 当面の節目と運動の基本

· 当面12月・3月議会と来春の地方選挙までを1つのくくりとして大運動を作りだす

· 43市町村くまなく取り組まれるよう、組織がないところもカバーするため、ブロック単位でのローカルなたたかいを基本に据える。

2. 最新情報の発信と学習を基本に、「国保広域化」の本当の狙いを住民、市町村、議会に語り、世論化をしていく。

　(1)ブロック、市町村単位での学習から地域の草の根学習会への発展を～そのために自らが学習会講師になる。

□地域での学習会開催状況

★寝屋川社保協・北河内ブロック　9月21日(火)午後7時～　寝屋川市民会館(寺内)・・50人

★枚方社保協　　10月8日(金)午後7時～　枚方市民会館(別所)

★高槻社保協　　10月9日(土)午後1時半～　JR高槻市駅前交流センター5階視聴覚室(森野)

★府明るい会泉南地域連絡会　10月13日(水)午後7時～　あいぴあ泉南(寺内)・・60人参加

★大阪市内ブロック　10月14日(木)午後６時半～　大阪民医連(藤原)

★忠岡町社保協　10月16日(土)午前10時～(是枝)

★富田林要求とまちづくり実行委員会　10月19日(火)午後7時～　すばるホール(寺内)・・70人参加★羽曳野社保協　10月20日(水)午後7時～　わじま文化会館(羽曳野社保協で)

★泉州ブロック　10月29日(金)岸和田市立福祉総合センター(寺内)・・40人参加

★大阪自治労連衛都連職員評議会第28回定期総会　11月2日（火）午後１３時半～グリーン会館(寺内)・・・

★豊中・池田・箕面ブロック　11月3日(水・祝)午後2時～　豊中市福祉会館(寺内)・・６５人参加

★大阪市内ブロック　11月4日(木)午後6時半～　大阪民医連(寺内)・・25人参加

★堺社保協　11月4日(木)午後6時半～　サンスクエア堺　(後)

★北区社保協　11月11日(木)午後６時半～　北区民商(嘉村)

★吹田・摂津ブロック　11月26日(金)午後7時～　摂津市コミュニティプラザ(寺内)

★交野社保協　　11月27日(土)午後2時～　ゆうゆうセンター(寺内)

★衛都連退職者会　12月1日(水)午後1時半～大阪グリーン会館(寺内)
★大商連婦人部協議会　12月4日（土）午前10時～大商連会館（寺内）
★松原社保協　12月4日（土）午後2時～松原図書館（寺内）
★八尾社保協　12月9日(木)午後6時半～　大阪民医連(寺内)

★年金者組合府本部　12月14日（火）午後1時半～グリーン会館（寺内）
★茨木社保協　　12月18日(土)午前10時～　クリエイトセンター303号(寺内)
★藤井寺社保協　12月18日(土)午後2時～　会場未定(寺内)

★年金者組合吹田支部　１月12日(土)午前10時～　勤労者会館(寺内)

★高本診療所　１月12日(土)午後2時～　京阪ホテル(寺内)

· 最新情報は大阪社保協ホームページとfax通信で発信

・統一学習会資料は情勢が動くため難しいが、最新資料として学習会レジュメはホームページ「国保広域化とたたかう」のページに随時アップ。

(2)年内は自治体との懇談を強め、年明けからは議会会派要請に取り組もう

□地域での自治体との懇談・交渉の実施状況

　　　★忠岡町社保協が町と懇談　　10月7日（木）

★寝屋川社保協が市と懇談　10月19日(火)午前10時～11時　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10月28日(木)午前

★門真社保協が市と懇談　　　　10月25日(月)　

★実行委員会が大阪府からレクチャー　　　10月21日(木)

★日本共産党泉南市会議員団が市長と懇談　１１月4日（木）

★河内長野社保協が市と懇談　　11月4日(木)

★摂津社保協が摂津市と懇談　　　　11月11日（木）

★富田林社保協が市と懇談　　　　　11月19日（金）

★豊中社保協が豊中市国保課を招いて学習会　11月23日(祝)

→こうした内容を実行委員会（事務局は大阪社保協）に報告いただき、随時fax通信として瞬時に発信する。

(3)大阪府議会、市町村議会１２月・３月議会にむけて

□これからの運動方向（当面、春にむけて、特に議会での攻防と世論作りを中心に取り組む）

· 「意見書採択」の動きを作っていく。（請願・陳情案別紙）

この運動は、意見書をあげることが目的ではなく、議会で各会派が「国保広域化が保険料値上がりに直結すること、さらに自治体が住民のいのちを守る仕事を放棄すること」を理解し、さらに意見書に賛成するかどうかを問う、質の高い議会での議論を巻き起こすための取り組みであることをふまえる。　
(4)府民世論を広げていくために

　

□署名は府民連の署名でいく

　□宣伝ビラは毎月「版下」を作成する。（第一号　版下）

　□世論を盛り上げるために・・・・「国保110番」の開催を模索したい。地域での一斉実施も検討できないか。

(5)国保広域化反対大運動を全国にひろげていくために

□「国保広域化でいのちは守れない」(かもがわ出版発行1500円)を発行

□12月2日の中央社保協「全国国保集会」へ大阪から多数参加を。

　　　　　　　　

　年　　月　　　日

○○市町村議会議長　様
　　　　　　請願(陳情)団体　　

連絡先
保険料の値上げに直結する国保「広域化」に反対する
意見書採択を求める請願(陳情)書(案)
　
現在、後期高齢者医療制度の見直し議論が最終盤を迎えていますが、見直し議論は国保制度の広域化についての検討にとってかわり、75歳以上の高齢者国保は第一段階、74歳以下の国保(若年国保)は第二段階と位置付けられ、都道府県単位化にむけての議論となっています。
しかし、市町村国保会計の困難さはもともと1970年代に60%近くあった国庫負担金が、近年は25%程度に削減されたために国保料(税)が高額になり、未収額が膨大となっているためであり、市町村国保だからではありません。国保が広域化されれば以下の事態となることが容易に予想できます。

1. 一般会計法定外繰入が出来なくなることによって世帯平均2万円の保険料値上げとなる。

国がこれまで行ってきた国庫負担削減によって保険料は高騰し、加入者の限界を超え、そのために収納率が低下しています。市町村は国庫負担削減分をカバーしようと一般会計からの法定外の繰入を実施してきました。しかし、１１月１６日の「第１２回高齢者医療制度改革会議」でも市町村の法定外一般会計繰入金を解消することが明記されています。しかし、国保広域化後に国庫負担の増額については全く示されていません。結果的に大幅な保険料アップが待っています。大阪では現在年間300億円の繰り入れがされているので単純計算しても1世帯当たり2万円の保険料増となります。
2.　累積赤字を解消するための徴収強化と保険料値上げにつながる。

大阪府内の多くの市町村が累積赤字を抱えていますが、累積赤字解消の方法は国・府が肩代わりをして全額解消するか、市町村が一般会計で全額解消するか、保険料に上乗せして解消していくか、この3つの方法しか考えられません。国はいまのところこの問題については全く考え方を示していませんし、大阪府は5月22日の市長会で「府は保険者にはならないし、金もださない」と明言しており、肩代わりをすることはあり得ません。市町村が一般会計で解消するのかといえば、一般会計に余裕のない自治体が多いため全額解消は無理であり、そうなれば保険料に上乗せする方法をとる公算が高くなります。

2008年度の累積赤字を世帯数で割れば門真市は22万円、阪南市は15万円、箕面市や守口市は13万円、大阪市は7万4千円の上乗せをしなければならなくなります。

3.　条例減免制度は最低限の制度以外ほぼ廃止となる。

広域国保では政令軽減以外の減免の設定は非常に難しく、現在どこでもやっている最低限の減免、「天災」「失業」「事業休廃止」「所得激減」になると予想できます。さらに、市町村に権限はなくなり、住民が役所の窓口で相談しても何一つ救済できなくなるのは、現在の後期高齢者医療制度をみれば明白です。
以上のことから、国保広域化によって保険料が大幅値上げとなることは明白であり、よって以下の内容での意見書採択をされますよう請願(陳情)いたします。

記


1.　保険料の値上げに直結する国保広域化を中止すること。

2. 国庫負担を大幅に増額し、最低でも1984年以前の水準(医療費×45%、保険給付費×60%相当)に戻すこと。国庫負担の増額の増額分は調整交付金とし、所得の低い被保険者の多い自治体に配慮した配分をすること。事務費・保険料軽減措置に対する国庫補助について復活・増額すること。
意見書ひな形

保険料の値上げに直結する国保「広域化」に反対する意見書

　
現在、後期高齢者医療制度の見直し議論が最終盤を迎えていますが見直し議論は国保制度の広域化についての検討にとってかわり、75歳以上の高齢者国保は第一段階、74歳以下の国保(若年国保)は第二段階と位置付けられ、都道府県単位化にむけての議論となっています。
しかし、市町村国保会計の困難さはもともと1970年代に60%近くあった国庫負担が、近年は24%程度に削減されたために国保料(税)が高額になり、未収額が膨大となっているためであり、市町村国保だからではありません。国保が広域化されれば以下の事態となることが容易に予想できます。

3. 一般会計法定外繰入が出来なくなることによって世帯平均2万円の保険料値上げとなる。

国がこれまで行ってきた国庫負担削減によって保険料は高騰し、加入者の限界を超え、そのために収納率が低下しています。市町村は国庫負担削減分をカバーしようと一般会計からの法定外の繰入を実施してきました。しかし、１１月１６日の「第１２回高齢者医療制度改革会議」でも市町村の法定外一般会計繰入金を解消することが明記されています。しかし、国保広域化後に国庫負担の増額については全く示されていません。結果的に大幅な保険料アップが待っています。大阪では現在年間300億円の繰り入れがされているので単純計算しても1世帯当たり2万円の保険料増となります。
2.　累積赤字を解消するための徴収強化と保険料値上げにつながる。

大阪府内の多くの市町村が累積赤字を抱えていますが、累積赤字解消の方法は国・府が肩代わりをして全額解消するか、市町村が一般会計で全額解消するか、保険料に上乗せして解消していくか、この3つの方法しか考えられません。国はいまのところこの問題については全く考え方を示していませんし、大阪府は5月22日の市長会で「府は保険者にはならないし、金もださない」と明言しており、肩代わりをすることはあり得ません。市町村が一般会計で解消するのかといえば、一般会計に余裕のない自治体が多いため全額解消は無理であり、そうなれば保険料に上乗せする方法をとる公算が高くなります。

2008年度の累積赤字を世帯数で割れば門真市は22万円、阪南市は15万円、箕面市や守口市は13万円、大阪市は7万4千円の上乗せをしなければならなくなります。

3.　条例減免制度は最低限の制度以外ほぼ廃止となる。

広域国保では政令軽減以外の減免の設定は非常に難しく、現在どこでもやっている最低限の減免、「天災」「失業」「事業休廃止」「所得激減」になると予想できます。さらに、市町村に権限はなくなり、住民が役所の窓口で相談しても何一つ救済できなくなるのは、現在の後期高齢者医療制度をみれば明白です。
以上のことから、国保広域化によって保険料が大幅値上げとなることは明白であり、よって以下のように意見をあげます。

記


1.　保険料の値上げに直結する国保広域化を中止すること。

4. 国庫負担を大幅に増額し、最低でも1984年以前の水準(医療費×45%、保険給付費×60%相当)に戻すこと。国庫負担の増額の増額分は調整交付金とし、所得の低い被保険者の多い自治体に配慮した配分をすること。事務費・保険料軽減措置に対する国庫補助について復活・増額すること。

　以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出します。

　平成　　年　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市町村議会
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